









































































































































権力格差指標 個人主義指標 男性らしさ指標 不確実性回避指標
アメリカ 38位 1位 15位 43位
イギリス 42位 3位 9位 47位
フランス 15位 10位’ 35位 10位
旧西ドイツ 42位 15位 9位 29位
日本 33位 22位 1位 7位








































































































































































































文化的要因 低開発国 東欧 アメリカ 日本
科学的認知度 弱
?
強 強
高緊張度 弱
?
強 強
個人主義度 弱
? ?
弱
高信頼度 弱
? ?
強
意思決定規範 弱
? ? ?
M．Casson，℃ulture　as　an　Economic　Asset’，　in　A．Godley　and　O．M．Westall（eds．），　Business　History　and　Busi－
ness　CuUure，1996，　p．62より作成。
（17）　Casson，1990b，　pp．7－8．
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る強力な産業国家である。以下，カッソンの主張にしたがって，これらの地域や国々の経済発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a帥展に対する文化的要因の影響度を概観してみよう。
　まず，低開発国は通常，経済発展のために必要とされる最も重要な2つの要因のうち，すく
なくとも1つを欠いている。すなわち，科学的な世界認識と調和する明確な道徳システムか，
高い社会的ならびに経済的行動規範へと導く高緊張社会のどちらか，あるいは両方を欠いてい
るのである。信頼のネットワークは家族や宗教グループ内に限られ，他のグループのメンバー
に対しては，非常な猜疑心を抱く。また，意思決定の根拠は，科学的問題と道徳的問題の峻別
ができていないため，相対的に貧弱である。技術や資本ばかりでなく，経済発展に対する基本
的文化要因が，低開発国の国民文化の中には欠落しているのである。
　これに対して，東欧諸国は，科学的認知度と高緊張度という経済発展への契機となる2つの
文化的要因を内包している。しかし問題は，高緊張社会が組織文化と結びついている点である。
冷戦構造下では，この結びつきは西側資本主義諸国への対抗意識を高揚させ（外部に対して攻
撃的），国内では集団的な科学技術開発や大規模工業化が推し進められた（内部に対して威圧的）
が，市場原理をもたない全体主義的発展には限界があった。現在，東欧諸国では市場原理を取
り入れて個人主義的社会への転換をはかっているが，それには欠けているものがある。信頼で
ある。低信頼社会はスターリニズムの負の遺産であった。低信頼のもとでは，権限の委任は拒
否されて権力の集中化がみられるか，権限が委任された場合には，過度の監視機構が必要とな
る。意思決定は硬直的で，有能な企業家が育つ土壌もない。
　では今後，経済発展へむけて東欧諸国のとるべき道は，アメリカ的道なのであろうか。20世
紀初頭以降のアメリカの経済発展は，当然のことながら普遍的モデルとして広く認められてき
た。しかし，現在のアメリカ経済は経済的成功の鍵となる重要な文化的要因を欠いている。す
なわち，取引相手相互間の高いレヴェルでの信頼である。いや，カッソンにしたがえば，アメ
リカはプロテスタンティズムの影響を色濃くにじませていた建国期を除いて，けっして高信頼
社会ではなかったのである。プロテスタンティズムの影響が影をひそめるとともに低信頼社会
に陥ったアメリカは，相互の調整メカニズムとして，法システムへの依存を強めていくことと
なる。これに対して，1970年代から80年代にかけて，アメリカにかわって日本が進化した高信
頼社会のモデルとされるようになった。しかし，日本は個人主義の伝統を欠いており，高緊張
社会と組織文化が結びつくという，東欧と同様の特徴をもっている。新しく現れた自由経済国
家にとって，目標とすべき最適モデルを示そうとするならば，それはアメリカと日本の折衷型
という。とになろ乳
　以上が，カッソンによって示された大まかな国民文化の相違と，そうした国民文化のもとで
の経済発展の相関図である。強力な産業国家をっくりあげたアメリカと日本は，ともに経済発
（18）　Casson，1993，　PP．429－431；do．，1996，　PP．61－64．
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展に必要な5つの文化的要因のうち，4つを備えている。しかし，アメリカと日本は，個人主
義と集団主義，低信頼社会と高信頼社会という点で，明らかに異なっている。中でも高信頼度
に関しては，他の3つの文化が低信頼社会であるのに対して，日本のみが高信頼社会と分類さ
れている。しかもカッソンは，経済発展や企業家活動における文化の倫理的側面，すなわち信
頼・正義・誠実・利他主義等の文化的側面を非常に重視しているのである。この信頼に関する
文化的差異と，それがもたらす経済組織の選好やその成功との相関に関して，さらに考察をす
すめることとしよう。
　取引にあたって相手を信頼できるかどうかで，取引の形態が異なってくることは，これまで
何度も述べてきた。信頼できる取引相手が容易にみいだせない場合，取引コストは非常に高く
なる。ウィリアムソンによれば，こうした「市場の失敗」は，人間の属性要因としての「限界
づけられた合理性（bounded　rationality）」と「機会主義（opportunism）」，環境要因としての「不
確実性（uncertainty）・複雑性（complexity）」と「少数性（small－numbers）」によって生じ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳こうした要因の中心には常に「情報の偏在（information　impactedness）」が介在している。こ
れらの要因により，市場における資源の調達は取引コストが高くなるため，企業は資源の調達
を内製化するようになる。中間物市場では，とりわけ情報の偏在が顕在化するため，企業の垂
直的統合がすすむことになる。
　カッソンはこうした企業の組織拡大の要因を，文化的な要因である信頼から説明している。
すなわち，こうした取引コストの増大は，取引をおこなう行為者同士の間で信頼が欠如してい
るからであり，相手を信頼できない低信頼文化（low－trust　culture）をもつ国では，経済活動は
少数の巨大な統合経営企業が主体となる。これは，アメリカや東欧に特徴的にみられる企業形
態である。しかし，組織の拡大は，この組織活動を監視する管理機構を増大させ，組織コスト
　　　　　　　　　　　　　（2Dの高まりから「組織の失敗」へと導く。これに対して，相手に対する信頼が形成されている高
信頼文化（high－trust　culture）をもつ国では，経済活動は多数の専門的な企業によって分散的に
（19）カッソンは，こうした経済発展のための5つの文化的要因がすべてそろっている国民文化は存在
　しないという。それは，国民文化よりも小さなグループ，たとえば同族企業や中規模企業の内部
　で，日々顔をあわせる安定したメンバー構成のもとでのみ達成されるのである。さらにカッソン
　は，今後あるべき社会を展望して，それが競争的個人主義や抑圧的集団主義といったようなイデ
　オロギー対決の図式から生まれるものではなく，小さなグループ同士が競争と協調をつうじて相
　互に上昇していく社会を想定しているようである。そうしたグループ内では，リーダーの特性が
　グループの文化を規定する度合いが強く，意思決定者としてのリーダーの特性，特に信頼・正直・
　誠実・利他愛等の倫理的側面をカッソンが重視しているのも，こうした理由にもとつくものと考
　えられる。彼は，そうした社会状況を自発的協調主義（voluntary　associationism）と呼んでいる。
　カッソンの近年の論考は，ほぼ一貫してこのような問題意識に沿って展開されており，この自発
　的協調主義に関しては，稿を改めて検討しようと思う。詳しくは，Casson，1993，　pp．431－441；do．，
　1996，pp．64－75を参照。
（20）ウィリアムソン，前掲書邦訳，35－65頁。
（2D　ウィリアムソン，前掲書邦訳，199－218頁。
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運営される。多数の中小企業に支えられている日本や，地域的なビジネス・エリートの連繋に
よって活発な経済活動が展開されていた産業革命期のイギリスを，カッソンはこうした文化を
もつ国の典型とみなしている。文化の質の差異が，そこで選好される組織の差異に反映されて
　　　　　c2｝
いるのである。
　ところで，同じように信頼という文化要因をもとに，各国の経済実績を比較した論者にフク
　　　　　　　　　　　伽）ヤマ（F．Fukuyama）がいる。彼は，家族主義が強く，家族以外の他者一般を容易に信じられな
い文化をもつ社会を低信頼社会とし，そうした社会の典型として中国・イタリア・フランス・
韓国をあげる一方，家族の枠を超えた他者一般に対する信頼が形成されている社会を高信頼社
会とし，そうした文化をもつ国として，日本・ドイツ・アメリカをあげている。フクヤマは社
交性という観点から，信頼の射程を次のように説明している。
　　「社交性への大道は三つある。第一の道は，家族と親族関係を基盤とする。第二の道は，
　学校，クラブ，専門職組織など，親族関係外での自発的団体を基盤とする。そして第三の道
　は，国家である。この各々の道に対応する三つの形態の経済組織がある。すなわちファミリ
　ー・ビジネス，専門経営者によって経営される大企業，そして国有もしくは国家に支援され
　る企業である。
　　第一の道と第三の道は，相互に密接な関係があることがわかる。社交性への主たる道が家
　族と親族関係であるような文化においては，大規模で持続的な経済組織をつくり出すことが
　非常に難しいので，国家によってそのような組織を創設し，支援することが期待される。こ
　れに対して，自発的団体を好む文化では，大きな経済組織がごく自然に生み出され，国家の
　　　　　　　　　　　⑳　支援も必要とされない。」
　中国社会における同族経営の根強さや，フランスにおける中央集権的な組織に裏付けられた
権威に対する強い志向等の分析は，ホフステードによって示された文化と組織形態の相関図（図
1）に対応している。しかし，カッソンが建国期の一時期を除いて一貫して低信頼社会として
位置づけたアメリカに対して，フクヤマは，アメリカは一貫して高信頼社会であったのであり，
その高信頼社会が，近年，激震に見舞われていると認識している。カッソンにとっては，信頼
の欠如が組織の利用を促し，組織の肥大化をもたらした主因とみなされるのであるが，フクヤ
マにとってみれば，他者一般に対する信頼が存在するからこそ，所有と経営の分離した経営組
織が採用・拡大され，そこにおける権限の委譲がおこなわれたとみなされるのである。そうし
た意味で，中国は家族関係以外に信頼の射程を伸張できない低信頼社会で，経営組織の拡大も
（22＞　Casson，1991，　PP．11－12；do．，1992b，　P．11；do．，1992c，　PP．40－43；do．，1993，　PP．435－436；do．，
　1996，pp．69－70．
㈱　F．Fukuyama，　Trast，1995（F．フクヤマ著，加藤寛訳『「信」無くば立たず』三笠書房，1996
　年）。
（24　フクヤマ，前掲書邦訳，117頁。
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ままならず，結局は一代限りの同族的経営の成功物語で終わってしまう社会であり，それに対
して日本は，家父長的な権力構造が強固であるにもかかわらず，他者一般への信頼から，アメ
リカ的な経営組織の発展を促し，永続的な経営者企業を発達させたといえるのである。この日
本においてさえも，近年，高信頼社会が激震に見舞われていることは，アメリカ社会と同様で
ある。また，ホフステードが個人主義指標の順位で1位にあげたアメリカ社会がそれほど個人
主義的な社会ではなく，さらに，カッソンが集団主義的社会と規定した日本社会に対しても，
経済活動に対する国家の介入がそれほど大きなものではなかったことを，フクヤマは指摘して
いる。フクヤマの認識によれば，アメリカ人ほどクラブや教会，友愛組合等の自発的団体への
参加を好む人種はなく，日本もこうした自発的団体を発達させる点ではアメリカ社会に類似し
ているという。自主独立の精神を貫くアメリカ社会は，強固な個人主義社会であり，天皇制の
固持にしがみつく日本社会は，協調を第一義とする集団主義社会であるといったようなステレ
オ・タイプ化された認識に，フクヤマは異議をとなえている。西洋と東洋の文化的差異を強調
するあまり，アメリカと日本のある点での文化的同質性を無視したり，同じ西洋内，東洋内の
文化を，同質的なものとして一般化してしまうことの危険性は，ホフステードが強調した点で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱あり，カッソン自身も，日本文化における西洋文化の影響力の大きさを認識している。では，
どうしてこのような認識の混乱が生じてしまったのであろうか。どうやら，こうした各論者と
フクヤマの認識の差異は，彼が述べる自発的団体をつうじての社交性の形成に関係がありそう
である。次節では，アメリカ社会の信頼の崩壊と形成の過程をつうじて，文化と企業組織の関
係をさらに深く探っていくこととしよう。
皿　アメリカにおける信頼形成と企業組織
　アメリカにおける経営組織の発達を，歴史的に，また体系的に捉えた点で，チャンドラー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳（A．D．Chandler）ほど成功した人物はいない。彼は，アメリカにおいて，階層的な経営管理組織
によって管理される大規模な複数単位制企業が出現するようになったのは，新しい運輸・通信
網が建設され運営されるようになった結果であり，経済の多くの部門において，マネジメント
という「目に見える手（visible　hand）」が，かつてスミスが市場を支配する諸力の「見えざる手」
と呼んだものにとってかわったことを，歴史的事実を通して明らかにした。チャンドラーの見
㈱　フクヤマ，前掲書邦訳，393－396，259－265頁。
㈱　カッソンは，戦後の日本文化がヴィクトリア期のイギリス文化の影響を受けていることを指摘
　しているが（Casson，1993，　p．419；do．，1996，　pp，49－50），明治維新期から第二次世界大戦までの
　日本文化に対するイギリス文化の影響は認められても，戦後の日本文化は，イギリスというより
　も圧倒的にアメリカ文化の影響下にあったと思われる（K。D．Brown，　Bntain　and　laPan，　a
　comParative　economic　and　social　h‘s’oη　since　1900，　p。4）。
⑳　AD，Chandler，　The　Visible　Hand’The　Manageriat　Revolution　in　American　Business，
　1977（AD．チャンドラー著，鳥羽欽一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代』東洋経済新報社，1979
　年）．
㈱　チャンドラー，前掲書邦訳，4頁。
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解は，技術革新と市場の拡大の相互作用が，統合経営企業を発達させ，そこにおける階層的経
営組織の発達を促したとするものであるが，この見解は，ウィリアムソンに多くの影響をあた
え，分業の深化と市場の拡大がもたらす取引コストの増大が，内部組織の利用へと導いたとす
る彼の見解へと，展開させられていく。カッソンはさらに，市場取引における信頼の欠如が，
企業の内製化を推し進めたと主張する。では，チャンドラーが指摘する，一連の有給のミドル
の管理者とトップの管理者によって運営される複数単位制企業という近代的企業が，1840年頃
のアメリカで徐々に出現しだし，それが第1次世界大戦までに，アメリカ経済の多くの部門に
　　　　　　　　　　　　　　⑳おいて支配的な企業制度となった時代は，いかなる時代であったのであろうか。
　アメリカにおける信頼の崩壊とその再形成に関して，ザッカー（L．G．Zucker）は興味深い分
　　　　　　　　⑰の析をおこなっている。彼によれば，アメリカにおいて，1840年頃から1920年頃にかけて，移民
の増加，人口の国内移動の活発化，企業経営の不安定性が，伝統的な社会で形成されてきた信
頼を崩壊させ，それにかわって新しい信頼形成の仕組みが発達してきたという。1840－1920年
という時期は，チャンドラーが，近代的企業がアメリカで支配的になったと指摘した時期とも
一致している。ここでは，やや詳しくザッカーの見解を追ってみよう。
　ザッカーは，信頼が社会生活のなかで日々つくられ，そうした信頼の形成（production　of
trust）が，社会システム内でのあらゆる取引行為の基礎となっていることを指摘し，その形成の
され方を三つの形態にわけて分類した。すなわち，（1）行動にもとつく（process－based）もの
一一M頼は評判や贈答行為のような過去あるいは将来の取引行為に結びつけられる，（2）特質に
もとつく（characteristic－based）もの一信頼は出自や人種といったような個人の経歴・特質に
結びつけられる，（3）制度にもとつく（institutionally－based）もの一一信頼は幅広い社会的制度
と結びつけられ，個人や企業の属性に関するものと，仲介機能に関するものとにわけられる，
である。
　行動にもとつく信頼は，お互いに贈り物を交換し合ったりするような，日々の社会生活のな
かから醸成されてくる。社会集団が小さく，取引相手が既知の者である場合には，過去の取引
行為が信頼の基礎となる。また，血族関係も同様の情報を提供し，家族関係にもとつく小企業
の群生も，こうした信頼関係を基礎としている。この種の行動にもとつく非公式な信頼の形成
過程には，長期に渡る相互取引が必要とされ，その結果として，限定された範囲内の取引関係
をつうじての少人数間の信頼が生み出される。また，評判やブランド・ネームの利用，さらに
は商品の品質保証も，同様の信頼を生み出す。商品が繰り返し購入されるかぎり，品質の保持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬Dはその後の取引を継続させるための前提となってくるのである。次に，特質にもとつく信頼で
あるが，これは家族的な背景や人種・民族等，社会の中での同質性がもたらす信頼であり，他
（29）チャンドラー，前掲書邦訳，6－7頁。
（30）LG．Zucker，’Production　of　Trust：Institutional　Sources　of　Economic　Structure，1840－
　1920’，Research　in　Organi2ational　Behavior，　VoL8，1986．
（3D　Zucker，　oP．　cit，　PP．61－62．
288　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第83巻第1号　　　　　　　　　　　　　（288）
の二つの方法による信頼の獲得がコストと時間を要するのに対して，ただで得られる（free）特
　　　㏄お性をもつ。最後に，制度にもとつく信頼であるが，これは従前の取引や特定の取引相手を超え
て取引行為がおこなわれる際に一般化されるべきもので，個人や企業の属性（person　or　firm
specific）にかかわるものと，仲介機能（intermediary　mechanisms）にかかわるものがある。前
者は，企業組織のほか，医者・会計士・弁護士等の資格や証券取引所・協会等への加盟など，
専門性を保証する国家や団体からの資格付与という制度にもとつくもの，また，後者は資産の
維持・管理・保全を目的とする保険業務や銀行・証券業務で，取引上の信頼を媒介する機能を
もつ制度にもとつくものである。この最後の制度にもとつく信頼は，市場性をもつことを特質
　　⑬とする。
　ザッカーは，産業上の変化とそれにともなう技術的変化が社会的変化を生み出したというの
ではなく，そもそも経済組織がどのように社会諸力によって形成されてきたのかに注目する。
チャンドラーが述べるように，1840－1920年は，アメリカにおける近代的な経済システムの創
生期にあたるが，その時代は同時にアメリカ社会の根本的な変化，とりわけ信頼に関する重大
な変化の局面でもあったのである。この時期，行動にもとつく信頼を基礎とした古い社会秩序
が崩壊したが，それにかわる新しい秩序はなかった。信頼の崩壊に直面して，人々は防衛的行
動を選択するようになる。特質にもとつく信頼は，同質的な集団を形成して，取引の潤滑化を
はかったが，それにも限界があった。こうした状況に対処するため，アメリカは制度にもとつ
く信頼の形成を促進させていったのであった。では，信頼の崩壊とその再形成は，どのような
プロセスをたどったのであろうか。
　信頼の崩壊に最も多大な影響をあたえたものが，移民の増加であった。1820年頃までのアメ
リカは，ほぼ北部ヨーロッパからの移民のみで構成されており，その社会的統合度は高かった。
カッソンが高信頼社会と規定する建国期のアメリカは，プロテスタンティズムの影響下に，さ
らに文化的統一度は高かったであろう。ところが，1870年以降，東部・中部・南部ヨーロッパ
からの移民が増加し，1880年頃には，新たな移民のうち，北部ヨーロッパからの移民が占める
割合は70％を下回るようになってきた。その他の移民の多くは，当然異なった文化的背景をも
ち，英語も話せない人々が多く，彼らのもちこむ文化の多様化が，社会的不安へと結びつくこ
とが多くなった。こうした北部ヨーロッパ以外の地域からの移民の急増は，1880年頃からはじ
まり，1920年代をつうじて継続したのであった。流入する移民の多くは成年男子で，すぐにも
工場労働者として雇用されていったが，文化の違いやコミュニケーション不足から，労働者の
側には雇用者に搾取されているという不信感が募り，雇用者側は労働の質や生産性を声高にわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬のめきたて，両者の間に行動にもとつく信頼が形成されることはなかった。また，海外からの移
民ばかりでなく，国内における人口の流動性も，信頼の崩壊に影響をあたえた。アメリカは19
（32）　Zucker，　op．　cit．，　PP．62－63．
（33）　Zucker，　oP．　cit。，　PP．63－65．
（34）　Zucker，　oP．　cit．，　PP．70－76。
（289）　　　　　　　　　　　　　　　　信頼と企業組織　　　　　　　　　　　　　　　　　289
世紀をつうじて，慣習も行動様式も異なる多様な地域によって構成されていたが，フロンティ
アの開拓とともに，地方への人口の移動，さらには都市内部における人口の流出入によって，
様々な地域文化が混合され，ここでも行動にもとつく信頼を維持することは難しかった。こう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲した国内での人口移動の増加は，鉄道システムの完成と軌を一つにしていたといえる。最後に，
企業活動の不安定性も，信頼の崩壊に対する重要な要因となった。1840－1930年にかけて，多
くの企業が設立されたが，企業の新旧や大小にかかわりなく，企業経営の実態は不安定で，そ
の倒産率は非常に高かった。不安定な経営基盤のもとでは，企業間の長期にわたる取引関係の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（紛形成，すなわち企業間での信頼の形成は難しかったのである。以上が，ザッカーが指摘する，
アメリカにおける信頼崩壊の主要因であった。
　さらにザッカーは，行動にもとつく信頼がアメリカで再形成されず，制度にもとつく信頼の
形成が促進され，その市場が出現するようになった理由を三つあげている。すなわち，（1）取引
に関与する社会的集団間の距離，すなわち，職業上のあるいは産業上のグループが異なるとと
もに，期待される取引内容も異なるといったようなグループ問の隔たりが顕著となったこと，
（2）取引に関与する人々の地理的距離が飛躍的に拡大したこと，（3）社会システム内における，
連続的な取引の増加とそのネットワークの広がり，である。移民の増加や国内での人口移動の
活発化とともに，社会内には教育水準や所得水準が異なる様々な自発的集団や，職業上あるい
は産業上のグループが形成され，そのグループ間での取引には，労使間の紛争に代表されるよ
うに社会内的な距離の隔たりが生まれてくる。また，鉄道の普及による地域市場の全国市場へ
の拡大は，地域間での価格差，とりわけ農産物の価格差を鮮明にさせ，こうした全国規模での
取引の公明正大さが要求された。そして最後に，こうした全国規模での取引の拡大は，取引の
ネットワークによって結びつけられており，信頼の喪失による一つの取引の崩壊が，その後の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛37｝連続する取引に多大な影響を与えるようになったためであった。
　こうした状況の中から，アメリカは信頼を生み出す様々な制度を発達させることとなるので
ある。それは第一に，企業および地方政府での官僚機構の採用であった。隣人に対する信頼が
揺らいだとき，人は官僚制を採用したのである。官僚制は権威にもとつく階層制を生み出し，
組織内部の行動や情報伝達に規律を与えた。そして官僚制組織は，様々な人々で構成される組
織内部で，与えられた労働規律を遵守させるために，多数の中間管理職を必要とすることとな
った。チャンドラーが述べる俸給経営者による階層的経営管理は，こうして様々な文化的背景
をもつ人々の行動を監視し，組織内部での信頼を生み出す制度として企業に採用されたのであ
　（38｝
った。次に，企業内部での信頼の形成は，企業間へも拡大された。市場への信頼が揺らいだと
㈱　チャンドラーは，鉄道と電信の発達が大量生産と大量流通にとって不可欠のものであり，鉄道
　会社と電信会社が，階層的経営組織をもったアメリカで最初の近代的企業であったことを，象徴
　的に述べている。詳しくは，チャンドラー，前掲書邦訳，第二部，「交通と通信における革命」を
　参照。
（36）　Zucker，　oP．　cit．，　PP．76－79．
（37）　Zucker，　op．　cit．，　PP．82－89．
290 r明大商学論叢』第83巻第1号 （290）
き，企業は組織を利用したのである。ウィリアムソンのいう市場の失敗は，ここで述べている
信頼の崩壊と同義である。垂直統合企業出現の根本的誘因は，中間生産物市場に対する不信で
あった。垂直統合により，企業は生産工程にかかわる技術やコストについての知識・情報を，
各工程間で共有することとなった。さらにこの情報の幅を広げて，様々な不確実性に対処する
ため，企業は他分野の企業を買収したり，新規分野に進出したりして多角化を進めた。チャン
ドラーの述べるように，企業は，「規模の経済（economy　of　scale）」を追求するのみならず，「範
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伽）囲の経済（economy　of　scope）」をも追求したのであった。それはあたかも企業が近代産業生活
に必要な多言語を学習するかのようであったと，ザッカーは表現している。また，個人の評判
が，流動化する社会のなかで意味を持たなくなったとき，人は国家による専門資格に頼ったの
である。1850年以降，法律大学院（law　school）が急増し始めたことにみられるように，アメリ
カにおける労働力人口に占める専門職の割合は，1870年の2．3％から1900年の4．6％へと倍増し
たのであった。弁護士等の法律関係の資格ばかりでなく，医師や会計士等の資格もそのような
信頼を生み出す制度であったし，経営大学院（business　school）を終了してMBAを取得するこ
とも，匿名性の高い社会では信頼にたる証となった。そして最後に，個人間・企業間・個人と
企業間の取引を円滑に進めるため，銀行業・保険業・政府部門・不動産業・法律サービス等の
社会的間接資本部門とも呼ばれる仲介業務をおこなう部門の発達がみられた。これらの業務が
制度化されるとともに，信頼は市場性をもつ生産物となった。規制や立法措置でさえも，信頼
を形成する一つの制度であった。世紀転換期のアメリカ人のほとんどは，独占を生み出すよう
な無制限の企業活動を容認せず，市場は独占禁止法のような立法措置をつうじて規制されるべ
きだと考えていた。信頼を失った市場は，法や規制のもとで，再び信頼を取り戻そうとしたの
　　（40）
である。こうした制度にもとつく信頼の形成過程をつうじて，企業間・企業と個人間・企業と
政府間の取引を支配する，新しい，そしてより安定した行動規範が，アメリカでは形成されて
　　　　　　　（4Dいったのであった。
（38）こうしたアメリカの状況と比較して，カッソンは，日本企業では組織内部における社会グルー
　プの安定性が，協調の精神のもとで，自発的な共同作業をつうじて柔軟に問題解決や製品の品質
　改良をおこなうようなメカニズムを作り出し，それが取引コストの削減に結びついていると指摘
　している（Casson，1990b，　pp．25－26）。
（39）チャンドラーのその後の著作，AD．Chandler，　Scale　and　Scope，1990（A．D．チャンドラー著，
　安部悦生他訳『スケール　アンド　スコープ』有斐閣，1993年）は，20世紀に成功した産業社会
　が，おしなべてこの階層的経営組織によって運営される多事業部制企業を発達させたことを，ア
　メリカ，イギリス，ドイツの比較経営史の検討をつうじて明らかにし，この組織の拡大がもつ普
　遍的成長能力を高く評価した。しかし，このような組織の肥大化に対する評価には，様々な異論
　が提出されていることを，ここでは指摘しておく。さしあたり，熊澤喜章「イギリス産業社会と
　同族企業」日本中小企業学会編『中小企業　21世紀への展望』同友館，1999年，所収，を参照。
㈲　カッソンも，プロテスタンティズムの影響がうすれてくるとともに，アメリカ社会は問題解決
　の中心的調整メカニズムとして法律システムへの依存度を増していったことを指摘している
　（Casson，1993，　P．431；do．，1996，　P．64）。
（41）　Zucker，　op．　cit．，　PP．90－100．
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　以上が，ザッカーが描く，アメリカにおける信頼の崩壊と再形成のプロセスである。1840年
以降のアメリカが，低信頼社会であったというザッカーの認識は，カッソンと一致している。
また，市場に対する不信が企業の垂直統合をすすめ，階層的な官僚制経営組織によって運営さ
れる多事業部制企業を発達させたという認識も，チャンドラーやウィリアムソンと共有のもの
であるように思われる。しかし，ザッカーは，古い秩序によって形成されてきた行動にもとつ
く信頼が崩壊した後，こうした制度にもとつく信頼がアメリカ社会で再び形成されたと述べて
いる。これは，カッソンが一貫してアメリカを低信頼文化と規定したことに反し，フクヤマが
述べるような，自発的な団体にもとつく組織の拡大は他人への信頼の証明であり，組織的な経
営力の拡大に支障をきたす中国社会や，組織内での権力の集中に傾倒するフランス社会等の低
信頼社会とは異なる，高信頼社会としてのアメリカを連想させる。結局，問題は「信頼とは何
か？」という点に立ち返らなければならない。最後に，各論者の主張を再度整理し，信頼とは
何かを考えてむすびにかえたいと思う。
IV　むすびにかえて
　文化と経済に関する数少ない論考を頼りに，文化，とりわけ信頼という文化的要因が経営組
織に及ぼす影響について若干の考察をおこなってきた。ホフステードの研究は，国民文化の多
様性をあらためて認識させてくれるものであり，それぞれの国民文化のもつ特性がその国で選
好される経営組織のあり方に影響を与えていることを明らかにした点で，きわめて興味深い研
究であった。強い同族支配を選好する中国社会，権威主義的なフランスの官僚制と構造主義的
なドイツの官僚制，組織構造が弱く，市場取引に近い形を選好するイギリスの任意制やこれら
すべての要素を兼ね備えたアメリカの事業部制等，各国の国民文化がその国で選択される経営
組織に多大な影響を与えているという指摘は，示唆に富むものである。また，カッソンは信頼
という文化的側面が，経営組織のあり方に与える影響を重視し，高信頼文化と低信頼文化とい
う二つの文化レヴェルをもった社会モデルを提示した。東欧やアメリカのような低信頼文化を
もつ社会では，経営組織の肥大化がみられ，日本や産業革命期のイギリスのような高信頼文化
をもつ社会では，専門性をもつ多数の中小企業の旺盛な活動がみられるというものである。こ
れに対して，フクヤマは家族以外に信頼の射程を拡張できない低信頼社会と，他者一般に対す
る信頼が形成されている高信頼社会を峻別し，前者の典型として中国社会やフランス社会，後
者の典型としてアメリカ社会・日本社会・ドイツ社会をあげた。前者の国々では，強固な一族
支配のもとにある同族企業や権威主義的な官僚制組織をもっ企業の硬直化がみられ，経済活動
がきわめて制限された状況のもとにおかれているのに対し，後者の国々では，所有と経営の分
離した経営者企業の発達が見られ，組織の拡大をっうじて高い経済実績を達成しているという
ものである。さらにザッカーは，世紀転換期のアメリカに照準をあわせ，伝統的な社会で育ま
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れてきた信頼が，移民の増加にともなう様々な文化の混在によって崩壊したのち，経営組織や
資格や仲介業務のような制度の発達によって，信頼が再度形成されてきたことを明らかにした。
伝統的な社会が，異質文化と接触して変容してしまったあとでは，信頼はこうした制度をつう
じて再形成され，維持されていかざるをえないのである。
　では，信頼とはいったい何なのだろうか。近年，信頼に関してきわめて示唆に富む研究をお
こなっている山岸氏は，「集団主義社会は安心を生み出すが信頼を破壊する」というメッセージ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）を提示し，信頼による関係強化の側面ではなく，信頼による関係拡張の側面を強調している。
彼は「安定した社会的不確実性の低い状態では安心が提供されるが，信頼は生まれにくい。こ
れに対して社会的不確実性の高い状態では，安心が提供されていないため，信頼が必要とされ
㈲る」と述べ，私たちが通常，安易に「信頼」と述べている概念に対し，「安心」と「信頼」を峻
別する立場をとる。すなわち，日々顔を合わせ，安定した取引関係を継続しているような安心
が提供されている環境では，まわりの人間が信頼に値するかどうかを判断する必要に迫られる
ことがない。また，そうした判断を回避するため，他者一般は信頼できないと遠ざけておくこ
とが無難となる。これに対して，社会的不確実性の高い環境に慣れ，常に相手が信頼に値する
人間であるかどうかを判断している人間は，こうした閉鎖的状況を超えて，信頼関係を伸張さ
せることができるというのである。
　一般に，社会的不確実性の生み出す問題に対処するために，人々はコミットメント関係を形
成する。コミットメント関係とは，他の相手からの有利な誘いを拒否して，同じ相手との関係
を継続する選択をお互いにしあっている状況をいうが，山岸氏は，特に敵対的な外部社会に対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c44応するための，関係内部の結束を維持する関係を，やくざ型コミットメント関係と呼んでいる。
日本における終身雇用制や長期継続取引，排他的な企業組織などがこの典型的な例であるし，
取引コストの増大による企業の内製化の動きも，これに含まれるであろう。社会的不確実性が
大きな環境では，特定の相手との間のコミットメント関係の形成が，取引コストを低下させる
作用をもつ。しかし，社会的不確実性を低下させ，安心できる環境を生み出すコミットメント
関係の形成は，同時に機会コスト（opportunity　cost）を生み出す。機会コストとは，別の行動を
選択した際に得られる利益が，現在の行動を選択した際の利益よりも大きい場合の遺失利益を
いうが，コミットメント関係の形成は，取引コストの節約を生み出すが，もう一方ではこの機
　　　　　　　　　　　　　　　　㈲会コストを生み出すといえるのである。安定した既知の取引関係を継続することは安心をもた
らしはするが，他にもっと有利な取引相手が存在し，その相手を信頼することによって成立す
る新たな取引で，より大きな利益が生み出される可能性を放棄していることになる。通常，信
頼は人や企業間の結束を強める関係強化の因子として考えられがちであるが，信頼はこのよう
（42）山岸俊男『信頼の構造』東京大学出版会，1998年，1－8頁。
（43）山岸俊男，前掲書，50－51頁。
㈲　山岸俊男，前掲書，64－66頁。
（45）山岸俊男，前掲書，80－82頁。
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な関係拡張の因子をももつのである。
　こうした観点から再度，本稿で取り上げてきた各論者の見解を吟味してみると，信頼と安心
の概念がかなり交差していることに気づくであろう。社会的不確実性が増大したとき，人はま
ずコミットメント関係の形成をつうじて安心を生み出そうとするであろう。各国の社会は，こ
うした関係の拡大をつうじて，取引コストを削減し，しかも機会コストがそれほど上昇しない
ような行動を，それぞれの文化に応じて選択してきた。カッソンが指摘する高信頼文化をもつ
社会とは，こうした社会的不確実性を回避する関係を形成して取引コストを低下させつつも，
機会コストの増大をそれほど引き起こさない社会を想定しているといえる。しかし，固定化し
たコミットメント関係の維持が不可能となり，取引コストと機会コストの双方が増大したとき，
他者一般に対する信頼を，組織や資格などの制度をつうじて形成させる社会が登場した。世紀
転換期のアメリカ社会がそれにあたるが，カッソンはそうした状況を生み出す社会自体を低信
頼文化の社会と位置づけたのに対し，フクヤマはそうした状況で信頼を拡張する行為を選択す
る社会を高信頼社会と呼んだ。両者の間には，状況そのものに対する評価と，状況に対応する
行動規範の評価に関して，認識の差異がありそうである。また，コミットメント関係の拡張に
よる取引コストの削減と機会コストのある程度の抑制を実現した日本社会を，両者とも高信頼
文化・高信頼社会と規定したが，コミットメント関係に依存しすぎた日本社会は，あまりにも
安心に慣れすぎ，信頼を形成する自発的努力を怠ってきた。冒頭に掲げた「信頼が音をたてて
崩れていく」という言葉は，このやくざ型コミットメント関係のもとでの安心が生み出す信頼
の崩壊を表現している。ウィリアムソンが取引コストの観点から組織の優位性を示した理論は，
「市場」が出発点もしくは規準モデルとなっており，こうした理論を生み出したアメリカ文化
のもとでは，経営組織の形成に関しても，内部構造がピラミッドのように構造化された組織よ
りも，内部構造が市場に類似した組織を選好し，個人間の競争によって組織の統制が図られる
というホフステードの指摘は，日本とアメリカにおける経営組織の文化的差異を的確に表現し
　　㈲ている。安心が最優先される日本の組織内部には，市場原理が入り込む余地がないのである。
　さて，固定化したやくざ型コミットメント関係を乗り越えて，増大する機会コストを低く抑
えるためには，他者一般に対する信頼関係の拡張が必要とされる。ところが，取引相手が信頼
に値する人間あるいは企業であるかどうかを判断するためには，常に取引相手に対する情報を
収集し，取引が安全に遂行されるためのコストを支払う必要がでてくる。とするならば，結局
のところ，取引コストと機会コストの大小の比較が，安心の状態を選択するか，信頼を形成す
る行為を選択するかの分岐点となるのである。日本社会は現在，安心の崩壊の危機に見舞われ
ているが，アメリカ社会における信頼の崩壊は，それ以上の危機的局面にある。また，極度に
信頼の崩壊したロシア等の東欧社会では，何よりもまず安心の提供が求められている。社会的
㈲　ホフステード『多文化世界』159頁。
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不確実性の増大という状況に直面して，組織の拡大という選択肢に対して，より小さな経済単
位の集合体が，安心ないしは信頼の形成をつうじて経済発展を促進させたオータナティヴな事
例を，私たちは歴史的事実の中から指摘することができる。セーブル（C．Sabel）やザイトリン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲（J．Zeitlin）等の主張もそのような視角からのアプローチであろうし，カッソンやカービー（M．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）Kirby）もまた，そうした事例を高信頼文化の社会の中からみいだしている。そうした事例の研
究は，安心と信頼とが共存する社会のあり方を示唆してくれる可能性をもつであろう。しかし，
すでに紙幅も尽きた。信頼，あるいは文化と企業組織の問題に関しては，稿を改めて今一度検
討したいと思う。
㈲　C．Sabel　and　J．Zeitlin，’Historical　Alternatives　to　Mass　Production：Politics，　Markets
　and　Technology　in　Nineteenth－century　Industrialization’，　Past　and　Present，　No．108，1985．
⑭8）Casson，1992b，　pp．11－12；do．，1992c，　p．42；M．Kirby，’Quakerism，　entrepreneurship　and
　the　family　firm　in　North－East　England’，　in　Brown　and　Rose，　op．　cit．，　pp．105－126．
